
『高校改革 ～夢に挑戦する学び～ 再編・整備計画』における 

第２回「再編に関する基準等」の再検討に係る意見交換会 
 

 

日時：令和７年７月 15日（火）  

午前９時 30分～11時 30分 

会場：長野県庁８階教育委員会室 

 

 

次 第 

１ 開 会 

２ 県教育委員会挨拶 

３ 自己紹介 

４ 会議事項 

(1)「再編に関する基準等（修正案）」に関する意見交換  

(2)2030年以降の県立高校のあり方（新たな再編や基準等の必要性など）について  

５ 連絡 

  今後の進め方について 

６ 閉 会 



 

『高校改革 ～夢に挑戦する学び～ 再編・整備計画』における 

「再編に関する基準等」の再検討に係る意見交換会 開催要綱 

 

 

（目的） 

第１ 県教育委員会が、「再編に関する基準等」の再検討を行うにあたり、有識者や様々な

立場の方々から幅広く意見を聴くため、「再編に関する基準等」の再検討に係る意見交換

会（以下、「意見交換会」という。）を開催する。 

  なお、意見交換会は、地方自治法第 138 条の４第３項の規定に基づき、法律又は条例

により設置された附属機関ではないものとする。 

 

（会議事項） 

第２ 意見交換会は、次の事項について意見交換を行う。 

（１）再編に関する基準等の適用期間 

（２）都市部存立普通校、都市部存立専門校、中山間地存立校の学校規模及び基準 

（３）基準に該当した場合の選択肢 

（４）中山間地存立特定校の基準 

（５）「地域キャンパス」及び「中山間地存立特定校」がより小規模になった場合 

 

（構成員） 

第３ 意見交換会の構成員は、学識経験者、その他教育委員会が適当と認める者のうちか

ら教育委員会が依頼する。 

 

（開催期間及び回数） 

第４ 意見交換会は、令和６年度から令和 7年度までの間に２回程度開催するものとする。 

 

 

 附 則 

 この要綱は、令和６年 11月 29日から施行する。 
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「再編に関する基準等」の再検討に係る意見交換会 構成員名簿 

 

 

 

区 分 氏 名 所属・役職 

有識者 

藤井 善章 国立大学法人 信州大学 教授 

秋葉 芳江 公立大学法人 長野県立大学 教授 

市町村会 

栁田 清二 長野県市長会 総務文教部会 部会長 

山村  弘 長野県町村会 副会長 

市町村教育委員会 近藤  守 長野県市町村教育委員会連絡協議会 会長 

保護者（PTA） 

小野 紀男 長野県高等学校 PTA 連合会 会長 

竹内 由貴 長野県 PTA 連合会 理事 

教職員 

近藤  正 長野県高等学校教職員組合 書記長 

近藤 拓也 長野県教職員組合 執行委員 

産業界 犛山 典生 一般社団法人 長野県経営者協会 事務局長 

 ※敬称略   
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「再編に関する基準等」の再検討について 

 

高校教育課高校再編推進室 

 

１ 「再編に関する基準等」策定の考え方 

 長野県は中山間地が多く、県土が広い。市街地にも中山間地にも高校が存立していることが望ましい。 

「都市部存立校」は一定の規模が維持でき、「中山間地存立校」が可能な限り存続できる 

  ➡ 都市部と中山間地で異なる基準 

  

２ 再検討に至った経緯 

ＩＣＴの活用による遠隔授業や合同授業など学び方の多様化、想定を上回る少子化の進行、通信制高 

校を選択する生徒の増加など 

➡ 再編基準の妥当性に課題意識、「特色ある県立高校づくり懇談会」や県議会からのご意見 

 

３ 再検討の経過と今後の予定 

令和６年 

９月～ 
・高等学校校長会、中学校校長会から意見を伺いながら県教育委員会が原案を作成 

令和７年 

１月上旬 
外部（有識者及び各団体）に対し原案提示 

２月 13日

（木） 

第１回意見交換会開催（有識者及び各団体代表者参集、公開で開催） 

原案について意見交換 

 ２月～３月 ・パブリックコメント実施、中学生、高校生の意見聴取 

４月～６月 
・パブリックコメント及び生徒の意見を反映した修正案を県教育委員会で検討 

・外部（有識者及び各団体）に対し修正案提示 

＜本日＞ 
第２回意見交換会開催（有識者及び各団体代表者参集、公開で開催） 

修正案について意見交換 

７月～８月 

・第２回意見交換会を踏まえ、最終案を県教育委員会で検討 

・教育委員会定例会で「再編に関する基準等について（改訂版）」を審議 

・「再編に関する基準等について（改訂版）」を公表 

令和８年度からの適用を目指す 

 

「再編に関する基準等」に係る整理事項 

○本基準は、令和 12年（2030年）３月を完了目標として推進している「高校改革 ～夢に挑戦する 

学び～ 再編・整備計画」（第２期再編）におけるものである。 

○本基準は、再編・整備計画【一次】【二次】【三次】の対象校以外に対して適用するものであり、 

現在行っている再編・整備計画は、本基準と切り離して引き続き進めていく。 

○第２期再編後（2030年以降）の新たな再編や基準等の必要性については、社会情勢や地域、産業 

界等の意見を踏まえ検討する場の設置を含め引き続き考えていく。   
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再編に関する基準等について（修正案） 

※  が留保中の基準と原案の変更点 

※網掛け部分が原案と修正案の変更点 

 

 本基準は、令和 12年（2030年）３月を完了目標として推進している「高校改革 ～夢に挑戦する学び～ 

再編・整備計画」（第２期再編）におけるものであるため、その適用も令和 12年（2030年）３月までとす

る。また本基準は、再編・整備計画【一次】【二次】【三次】の対象校以外に対して適用するものであり、

現在行っている再編・整備計画は、本基準と切り離して引き続き進めていく。 

第２期再編後の新たな再編や基準等の必要性については、社会情勢や地域、産業界等の意見を踏まえ、

検討する場の設置を含め引き続き考えていく。 

１「都市部存立普通校」の基準について 

○募集定員 240 人以上が望ましく、さらに規模の大きさを活かせる募集定員 320 人規模の学校の設置

も目指す。 

○規模が縮小し、在籍生徒数が 520 人以下の状態が２年連続した場合には、再編対象として、①他校

との統合（新たな高校をつくる）、②募集停止のいずれかの方策をとる。 

２「都市部存立専門校」の基準について 

○募集定員 120人以上が望ましい。 

○規模が縮小し、在籍生徒数が 280 人以下の状態が２年連続した場合には、再編対象として、①他校

との統合（新たな高校をつくる）、②募集停止のいずれかの方策をとる。 

３「中山間地存立校」の基準について 

○募集定員 80人以上とする。 

○在籍生徒数が 120 人以下の状態、もしくは、在籍生徒数が 160 人以下かつ卒業生の半数以上が当該

高校へ入学している中学校がない状態が２年連続した場合には、再編対象として、①他校との統合

（新たな高校をつくる）、②地域キャンパス化（分校化）、③「中山間地存立特定校」の指定、④募

集停止のいずれかの方策をとる。 

３-(1)「中山間地存立特定校」指定の基準について 

○募集定員 40人でも単独で高校を存続させる道を残す。 

○県境に近い地域にある高校は原則指定し、地域と協働しながら存続させていく。 

〇県境に近い地域にない高校は、地域が具体的な支援や存続する体制を整備する場合において、 

個別に指定を検討していく。 

３-(2)「地域キャンパス」及び「中山間地存立特定校」がより小規模になった場合の基準について 

○在籍生徒数が 60人以下の状態が２年連続した場合には、募集停止を検討する。ただし、卒業生の

半数以上が当該高校へ入学している中学校がある場合や、将来、入学者の増加が予測される場合

は慎重に扱う。なお、在籍生徒数は、地域キャンパス化から３年が経過、もしくは「中山間地存

立特定校」の指定から３年が経過した時点以降の生徒数とする。 

注１）再編に関する基準等については、令和８年度を初年度として適用する。 

注２）この基準の「在籍生徒数」は、学校基本調査に基づく５月１日現在の数とする。 

注３）「中山間地存立校」「中山間地存立特定校」「地域キャンパス」においては、ICTを活用した遠隔

授業を積極的に行うことで、学びの質を保障していく。 


